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資料１ 

本資料は、行革本部員会議に報告するため、WGにおける検討状況を財政課に
おいてとりまとめたものです。WGとしての検討については、今後、「中間とりまと
め」や「最終とりまとめ」において整理される予定です。 









県税の徴収率について 
徴収率については、個人県民税の徴収率が相対的に低い状況である。 

項目/年度 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 H26 

県税計 96.5％ 96.7％ 97.0％ 97.3％ 97.9％ 

 個人県民税 91.1％ 91.5％ 92.1％ 93.2％ 94.4％ 

 その他の税 99.1％ 99.1％ 99.3％ 99.3％ 99.5％ 

■県税徴収率の推移 

■個人県民税の徴収対策 
・個人住民税の特別徴収義務者の指定の徹底を行い、特別徴収の割合がH 27実
績で87.85%（全国２位）まで上昇。 
・個人県民税の徴収率については、例えば、普通徴収の特別徴収への切り替えに
ついて、県と市町が連携を図り、取り組んでいくことが重要。 

■納税環境の整備 

 近年では、H26から自動車税のクレジットカード納付、H28からＭＭＫ（マルチメディ

アキオスク）による納付を実施しているが、できるだけコストの少ない納付手段の普
及を促進し、納税者の利便性を向上させることも重要。 

（現年課税分と滞納繰越分の合計） 



• 県税として賦課徴収すべき税目や税率については、原則として地方税法
及び県税条例に規定されている。 

• 本県では、法定外目的税である産業廃棄物税を課税しているほか、地方
税法で規定する標準税率を超えた税率で課税する超過課税については、
個人・法人県民税均等割（みえ森と緑の県民税）及び法人県民税法人税
割において実施しており、条例により課税自主権を拡大している。 
 
 

 
 

法定外税・超過課税について① 

（参考）法定外税の全国状況 
＜法定外目的税＞ 
●産業廃棄物税（三重県･･･2億円、他26団体） 
●宿泊税（東京都･･･13億円） 
●乗鞍環境保全税（岐阜県･･･1800万円） 
 
＜法定外普通税＞ 
●石油価格調整税（沖縄県･･･10億円） 
●核燃料税（福井県･･･61億円、他11団体） 
  

※標準税率とは、地方団体が課税する場合に通常よるべき税率 。 



法定外税・超過課税について② 
• 法人県民税法人税割の超過課税については、標準税率に0.8％を上乗

せすることとしており、三重県福祉基金、三重県中小企業振興基金、三
重県体育スポーツ振興基金及び三重県環境保全基金の財源の一部に
充てられ、基金を通じて歳出事業を実施している。 

 
（配分率の見直し） 
• 平成26年度において、中小企業・小規模企業振興条例の制定なども踏

まえ、中小企業振興基金への配分率を４％引き上げることとし、この引
き上げ分は、これまでの活用実績や基金残高の状況などから、環境保
全基金への配分率を４％引き下げることで対応している。 
  

 基金名 見直し前の 
配分率 

見直し後の 
配分率 

三重県福祉基金 ３５％ ３５％ 

三重県中小企業振興基金 ３０％ ３４％ 

三重県体育スポーツ振興基金 ２５％ ２５％ 

三重県環境保全基金 １０％ ６％ 



政策減税について 

種別 目的 制度 適用実績（H26） 基準財政収入額へ
の算入 

課税免除 
（100％免除） 

過疎・離島地域に
おける産業振興 

新規に工場等を立
地した場合に、法人
事業税、個人事業
税、不動産取得税
を免除 

◆過疎地域 
  約975万円 
◆離島地域 
  適用なし 
 

無 

不均一課税 
（90％免除） 

半島地域における
産業振興 

新規に工場等を立
地した場合に、法人
事業税、個人事業
税、不動産取得税
を一部免除 
 

約5,170万円 

無 

減免 
（100％免除） 

身体障がい者の社
会参画 

障がい者の方が所
有・使用する自動
車の自動車税・自
動車取得税を免除 

約7億円 

有 

※課税免除とは、地方団体が公益上その他の事由により課税することが不適当とする場合に、独自の判断により、一定の範囲のものに課税しないこと。 
※不均一課税とは、特定の場合において、ある一定の範囲の納税者に限って、条例により一般の税率と異なる税率で課税すること。 
※減免とは、個々の納税義務者の個別的事情に着目して、一旦発生した納税義務を減免すること。 
※減収額が基準財政収入額から控除されることにより、普通交付税により補てんされることになる。 

 本県では、過疎・離島・半島地域における産業振興の目的で、課税免除・不均一
課税を、身体障がい者の社会参画の目的で、自動車税等の減免を実施し、政策減
税を実施している。 



「三重県行財政改革取組」における取組概要と実績 

  

  

取組 
項目 

具体的取組 概要 
実績（百万円単位） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 

税
収
確
保
対
策 

個人住民税の徴収対策
の推進 

 個人住民税の特別徴収について、平成２６年５月に県内全市町が一斉
に特別徴収義務者の指定の徹底を開始し、２７年度も継続して実施。 
 特別徴収の割合は、平成２１年度の取組開始時の66.0%から87.85%（全
国２位）まで上昇。（※全国1位は山形県で87.94%） 

260 270 550 590 

市町と連携したより効果
的な徴収方策や徴収体
制の検討  

 三重地方税管理回収機構による滞納整理拡充事業（個人住民税をは
じめとする少額滞納案件を大量に引き受け処理する仕組み）が平成27年
4月から開始。 

Ｈ２７から導入のため実績なし 80 

県民が納税しやすい環
境の整備 

 自動車税について、平成26年度からクレジットカード納税を実施し、 平
成28年度からMMK（※）により一部スーパー等で納付が可能。 
 なお、当該取組は納税環境の充実であり、自動車税の税収が増える訳
ではない。 
【自動車税の収入実績】 
Ｈ24：284億円⇒Ｈ27：275億円（H27はＨ28.3末時点） 
※MMK（マルチメディアキオスク）・・・㈱しんきん情報サービスの代理収
納サービス 

Ｈ２６から導入のため 
実績なし 

300 510 

新
た
な
財
源
確
保 

多様な財源の確保策の
導入 

・平成２４年１０月から公用車の広告掲載を実施。 
・平成２４年１１月からオフセットクレジットを実施。 
・平成２４年度から封筒やバナー広告、自販機の設
置促進（※）を順次実施。 
・平成２６年度からネーミングライツを実施。 
※実績については、行財政改革を策定した平成24
年度以降新規に取り組んだものを抽出。 

うち公用車 0.47 1.35 1.75 1.61 
うちオフセットクレ
ジット 

0.05 0.22 0.26 0.28 

うち封筒やバナー
広告、自販機設置 

0.07 0.17 32.02 15.70 

うちネーミングライツ 
Ｈ２６から導入のため 
実績なし 

10 10 

新たな税の検討 
 平成２６年度から「みえ森と緑の県民税」を導入し、税収を基金に積み
立て、森林や里山整備、森林環境教育等の事業費に充当。 

Ｈ２６から導入のため 
実績なし 

810 940 

ふるさと納税の推進 
 平成24年12月からインターネットの利用を開始、平成27年8月から伊勢
志摩サミットをふるさと納税の項目に追加。 

3.85 2.42 3.21 33.70 

未利用の県有財産の積
極的な売却 

 従来の入札に加え、インターネットオークションに積極的に取り組むこと
で売却を促進。 

160 470 80 2 

合計 424  744  1,787  2,183  



歳入確保に向けた取組の方向性（たたき台） 

 県の施策については、税源の涵養につながるものか、という視点
を取り入れて展開していくことが重要ではないか。 
 

 徴収率の向上に向けて、個人住民税の徴収対策をさらに強化す
る方策を検討してはどうか。また、納税者の利便性の向上を図る
ため、導入・運用にかかるコストにも留意しつつ、多様な納付手
段の検討を進めるべきではないか。 
 

 法定外税、超過課税については、何らかの方策が考えられると
しても、他の手段、例えば、歳出抑制のための取組が徹底されて
いるか県民に説明できることが大前提ではないか。 
 

 政策減税については、当該政策の必要性・妥当性について改め
て点検し、見直しの余地がないかどうか、検証してはどうか。 

 

  

  



【参考】普通交付税の仕組み 
普通交付税の額の決定方法 
 各団体ごとの普通交付税額＝（基準財政需要額－基準財政収入額）＝財源不足額 
  
 基準財政収入額については、標準的な税収入の７５％を算入している。 
 
 したがって、標準税収入が大きければ大きい程、普通交付税と標準税収入とを合わせた額（一般財源）
が大きくなる。 

 ※「標準税収入」には、当該団体が独自に課税する「法定外税」、地方税に規定する標準税率を超
えて行う「超過課税」分の収入は算入されない。 
 

（総務省資料を基に財政課作成） 









 （１）公債費・投資的経費 ③投資的経費の状況 
投資的経費の状況（Ｈ１２～１６年度平均とＨ２２～２６年度平均と比較） 

投資的経費の大宗を占める土木費及び農林水産業費の普通建設事業費は、直近５年間（平成２２～２６年
度）と平成１２～１６年度を比べた場合、全国平均より減少率が小さくなっている。 

H12～H16 
平均 

H22～H26 
平均 

増減率
（％） 

全国平均 
（％） 全国順位 

普通建設
事業（土木
費） 

1,099 694 ▲36.9 ▲43.0 37位 

普通建設
事業（農林
水産業費） 

462 247 ▲46.5 ▲51.3 37位 

※全国順位は、増減率の大きいほうから順位付け。 
※普通交付税の算定項目の一つである「地域の元気創造事業費」において、行革努力の指標として「地
方債現在高削減率」が用いられているが、当該削減率は、全国数値がピーク時であった5年間（平成12
年～16年度）の平均と直近5年間の平均により算定されており、この考え方を参考とした。（地方債現在
高からは、臨時財政対策債、災害復旧事業債等は除外されている。） 

（億円） 
減少率が全国平均を
下回る 



（１）公債費・投資的経費 ④非公共事業の推移 

※平成２２年度から平成２６年度までは決算ベースとし、平成２７年度は最終補正後ベース、平成２８年度は当初予
算ベースとしている。 
※非公共事業の事業費総額の算出にあたっては、普通建設事業費総額から、土木費及び農林水産業費を控除し
た残余を「非公共事業費」とみなすこととした。 

投資的経費のうち非公共事業の推移（平成２２年度→平成２８年度） 
 非公共事業については、平成２７年度にかけて、減少傾向にあったものの、平成２８年度は大幅に増加している。 
（増加要因：県立子ども心身発達医療センター及び併設特別支援学校、緊急防災・減災事業（防災ヘリ等） など） 
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（単位：億円） 

（最終補正後） （当初予算） 

県立子ども心身発
達医療のセンター
の本体工事は平成
28年度で終了する
ものの、平成29年
度においても、陸
上競技場や松阪特
別支援学校（仮称）、
四日市北警察署な
どの建設工事があ
るため、高い水準
が続く見込み。 





財政健全化に向けた取組の方向性(たたき台） 

 公債費が今後の県債の償還ピーク（H34頃）に向けて増加する見
込みの中で、公債費負担をいかに減らしていくかが財政運営上の
大きな課題。 
 

 そのためには、県債発行そのものを抑制する必要があり、県債発
行に直結する投資的経費については、公共事業、非公共事業のい
ずれも、財政状況が好転するまでの間、抑制せざるを得ないので
はないか。 
 

 施設の老朽化に伴い、補修・更新経費の増加が見込まれており、
そうした分野に財源を振り向けざるを得ない。このため、既存イ
ンフラの長寿命化を図るとともに、今後の投資にあっては、厳し
く優先度をつけ、真に必要なものに絞らざるを得ないのではない
か。 
 

 公債費負担の抑制策として、財政状況が好転するまでの間、償還
期間を延ばすことで単年度の元金償還負担を圧縮することも検討
する必要があるのではないか。 

 
  









２ 県単補助金の現状と課題 ①直近の県単補助金の状況 

件数 事業費 うち、一般財源 

高率補助金 
 ※補助率が１／２を超えるもの 

115件 65億円 40億円 

零細補助金 
 ※交付額が百万円未満 

120件 3億円 2億円 

国補に対する上乗せ 
補助金 

32件 11億円 8億円 

交付税措置と重複している補助金 15件 6億円 4億円 

終期設定のある補助金 37件 ※全体の7.6%のみ 

県単補助金合計 487件 317億円 220億円 

平成28年度当初予算において、平成16年度当初予算編成時に実施した県単補助金の見直し対象としたもの
が、下記のとおり85億円（うち、一般財源54億円）程度ある。 

（出典：財政課調査。以下、現時点での速報値であり、今後変動する可能性がある。） 



 

 

（① 直近の県単補助金の状況 つづき） 
【参考】 事業費が大きい補助金（上位２０本） ※H28当初予算（H27.2月補正含む） 

  部局 補助金名 事業費 
（千円） 

うち一般財源
（千円） 補助率 区分 

１ 環生 私立高等学校等振興補助金（高等学校（狭域通信制含む）、
中学校、小学校） 4,499,510 3,887,582 定額 協調・

上乗せ 
２ 健福 子ども医療費補助金 2,224,357 2,224,357 1/2 県単 
３ 健福 障がい者医療費補助金 2,161,847 2,161,847 1/2 県単 
４ 健福 私立幼稚園振興等補助金 1,673,252 1,448,577 定額 協調 
５ 雇経 小規模事業支援費補助金 1,368,439 1,368,439 10/10 

1/2 県単 

６ 健福 介護サービス施設・整備推進事業補助金 1,098,988 0 定額 県単 
７ 健福 軽費老人ホーム運営費補助金 986,333 986,333 10/10 県単 
８ 健福  介護サービス基盤整備補助金 921,700 700 定額 協調 
９ 地連 市町村振興事業基金交付金 921,596 0 10/10 県単 

10 健福 保育所等整備事業補助金 848,920 0 1/2 
(2/3) 協調 

11 雇経 成長産業立地補助金 642,000 642,000 10/100 
12/100 県単 

12 健福 地域子ども・子育て支援事業費補助金（放課後児童対策事
業） 570,522 570,522 1/3  協調 

13 雇経 運輸事業振興助成交付金 528,985 528,985 定額 県単 
14 雇経 マザー工場型拠点立地補助金 518,950 518,950 15/100 県単 
15 健福 特定不妊治療費助成金 518,025 259,013 1/2 協調 
16 雇経 信用保証協会保証料軽減補助金 468,227 468,227 10/10 県単 
17 健福 医師修学資金貸与制度 441,861  0 10/10 県単 
18 健福 一人親家庭等医療費補助金 435,891 435,891 1/2 県単 
19 教育 高等学校等修学奨学金 406,314 0 定額 県単 
20 雇経 産業集積促進補助金 400,000 400,000 定額 県単 



２ 県単補助金の現状と課題 ②全国の単独補助金の状況 

（１）過去１０年間で単独補助金の一斉見直しを行っている団体（毎年度実施含む） 
   ２２団体（三重県含む） 
 
（２）一斉見直しの際の主な視点（２２団体中） 
 
  
 
 
   
 

（３）特徴的なもの 
・公益性が高い活動に対する経費負担的な補助金であっても、補助事業者と役割分担の度合いに応じて補
助率を見直し。 
・同一団体に対する補助金について、手続きの合理化や重複助成の回避といった観点から見直し。 
・事業効果を明確に立証できない補助金や、実績が著しく少ない補助金は原則廃止。 
・他県の類似補助金に対し過大なものは、他県と同等水準まで縮減。 
・（県単補助の必要性を精査するため）全国の実施率が１／２に満たないものは原則廃止。 
・（県負担を最小化するため）地財措置があり、単価が明確なものはそれを補助単価に設定。 
・補助金を評価する仕組み（成果指標の設定、検証）の徹底。 
・市町に対して実態的に財政支援が主目的になっているものは見直し。 
・各種協議会への負担金は、見直し期間中（３年間）は休止、又は期間中に１０％以上減額。 

 

以下（１）～（３）まで、三重県財政課調べ 
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（平成28年度当初予算調整方針） 

 県単独補助（負担）金については、社会経済情勢の変化、官と民、県と市町の役割
分担、事業効果、補助率の適正化、公平性等の観点から抜本的な見直しを行うことと
し、厳しい財政状況も踏まえ、補助制度創設時における意義が薄れたものや補助実
績の低調なもの、少額補助金などについて、思い切った廃止、統合、縮小等を進め、
行政のスリム化を図ること。 
 
（平成15年12月 「県単補助金の見直し方針」） 

１ 平成16年度当初予算編成における見直し対象事業 

 ○市町村に対するもの 

 （１）高率補助金（補助率１／２超など） 

 （２）零細補助金（交付額1,000千円未満） 

 （３）市町村に対する交付税措置と重複している補助金 

    当該補助金対象経費にかかる市町村への交付税措置が具体的 
   かつ明確に規定されている事業に対する補助金 

 （４）国庫補助事業に対する県単上乗せ補助金 

    ①補助率の嵩上げ ②補助単価の嵩上げ ③補助対象基準の変更 

 

２ 県単補助金の現状と課題 ③県単独補助金のこれま
での見直し  



（平成15年12月 「県単補助金の見直し方針」 つづき） 
 

 ○各種団体にするもの 

 （１）高率補助金 

    市町村に対するものに準ずる。 

 （２）国庫補助事業に対する県単上乗せ補助金 

    市町村に対するものに準ずる。 

 （３）県の補助額以上の繰越額、剰余金のある団体への補助金 

    平成15年２月の包括外部監査からの指摘事業も含め、県の補助額以上 
   の繰越額、剰余金のある団体への補助金 

 

２ 新規補助事業の取扱について 

 （１）新規補助事業の創設にあたっては、上記見直し方針と整合性を保つ 
   こととし、見直し対象事業に該当するような新規補助金の創設は行わ 
   ないこととする。 

 （２）新規補助事業の創設にあたっては、既存補助事業を廃止するなどス 
   クラップ・アンドビルドを原則とするとともに、必ず終期設定を行っ 
   たうえで、新規補助制度を創設することとする。 



 
（１）平成15年12月5日付け「県単補助金の見直し方針」を改めて徹底しては
どうか。 
 〇見直し対象事業   
  ・高率補助金（補助率１／２超など） 
  ・零細補助金（交付額1,000千円未満） 
  ・市町村に対する交付税措置と重複している補助金 
   （対象に、地方創生交付金と重複している補助金を追加） 
  ・国庫補助事業に対する県単上乗せ補助金 
  ・県の補助額以上の繰越額、剰余金のある団体への補助金 
  
 ○新規補助事業の創設の取り扱い 
  ・新規創設時には、上記の方針と整合性を保つこと。 
  ・新規創設時には、スクラップ・アンド・ビルドを原則とし、必ず終期を設定 
   すること。 
 
（２）そのうえで、新規の補助金については、当分の間、全体の事業費に対す
る最大の補助割合を３分の１としてはどうか。ただし、政策誘導を目的とする
補助金で、早急にその効果をあげる必要があるものは、当初１年（最長２年）
に限り、最大の補助割合を２分の１とすることができるとしてはどうか。 
 

３ 財政健全化に向けた取組の方向性（たたき台） 



（３）既存の補助金については、制度創設から長年経過する中で当初の意義
が薄れつつある事業（実績を上げ県の支援の必要性が薄れたものも含む）
や、予算額に対して補助実績が低いものについては、思い切って廃止・縮
小・統合を図ることとしてはどうか。 
 また、終期がないものについては、見直しを行ったうえで、当面必要と判断
するものであっても、必ず終期（３年以内の間）を設定することとし、その期間
内に見直しを行うこととしてはどうか。 

 
（４）事業規模の大きい県単補助金は、県財政に与える影響が少なくないこと
から、補助による効果、他の都道府県の状況や交付税措置の状況等を踏ま
えながら、予算編成の中でその見直しを検討することとしてはどうか。 
 
（５）市町よりも県の方が財政状況が厳しいことを踏まえると、当該補助金が、
真に政策誘導につながっているかどうか厳しく精査する必要があるのではな
いか。 
 
（６）補助金が目指す効果は何かを明らかにするとともに、交付によりそれが
実現できたか事後的に検証できるような仕組みを構築してはどうか。 

 
 

３ 財政健全化に向けた取組の方向性（たたき台） 


